
愛知県公契約に関する協議の場

資料

と き ２０２１年１２月１７日（金）

ところ 愛知県庁本庁舎６階 正庁
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愛知県公契約条例の概要

 公契約の透明性・公正性の確保
 公共サービスの品質確保
 社会的価値の実現に公契約を活用
 労働環境の整備

予定価格の
適正な決定

低入札価格
調査制度等

の活用

社会的価値
の実現に資
する取組の

評価

労働環境の
確認措置

４つの基本方針

県
民
生
活
の
向
上

地
域
社
会
の
持
続
的
な
発
展

取組への協力
【事業者の責務】

取組の推進
【県の責務】県の取組の基本となる事項
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協議の場の位置付け

 公契約に関する取組を効果的かつ円滑に行うため、

有識者や関係団体による協議の場を設置（条例10条）

 公契約条例の運用状況等について協議の場委員による

意見交換を実施
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報告事項

Ⅰ. 愛知県公契約条例の取組状況

Ⅱ. 県内市町村の公契約条例制定状況
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Ⅰ.愛知県公契約条例の取組状況

1. 公共サービスの品質確保

2. 社会的価値の実現

3. 労働環境の整備

 公契約の透明性・公正性を確保しつつ、
以下の取組を実施
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Ⅰ.愛知県公契約条例の取組状況

1. 公共サービスの品質確保

2.

3.
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予定価格の適正な決定

 概要
公共サービスの品質確保が図られるよう、取引の実例価格
等を考慮して予定価格を適正に決定（条例６条）

 建設工事等
公共工事設計労務単価による積算

 業務委託
人件費要素の高い業務委託契約に係る標準積算基準を策定
（2016年４月～）
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低入札価格調査制度等の活用

 概要
公共サービスの品質確保が図られるよう、低入札価格調査制度
等を適切に活用（条例７条）

 低入札価格調査制度及び最低制限価格制度
・調査基準価格等の設定範囲を引上げ（2019年7月～）

 総合評価競争入札
・価格据置型総合評価落札方式の適用範囲を拡大（2016年４月～）
・庁舎清掃業務における総合評価競争入札を試行導入（2016年７月～）

⇒事務取扱要領を策定（各局に通知）し、本格導入（2020年４月～）
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Ⅰ.愛知県公契約条例の取組状況

1.

2. 社会的価値の実現

3.
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取組の概要

 県の契約手続において、事業者の社会的価値の実現に

資する取組を評価する仕組みを構築（条例８条）

愛知県
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評価項目（５つの政策分野と１７の指標）

①～④環境マネジメントシステムの導入
（① ISO14001の認証 ② エコアクション２１の認証 ③ KESの認証 ④ エコステージの認証）
⑤ 自動車エコ事業所の認定

Ⅰ 環境に配慮した事業活動

Ⅱ 障害者等への就業支援

⑧ 女性の活躍促進宣言の提出
⑨ あいち女性輝きカンパニーの認証
⑩ えるぼし認定（プラチナえるぼし認定を含む）

Ⅲ 男女共同参画社会の形成

⑪ 愛知県ファミリー・フレンドリー企業の登録
⑫ あいちっこ家庭教育応援企業への賛同
⑬ くるみん認定（プラチナくるみん認定を含む）

Ⅳ 仕事と生活の調和

エコモビリティライフの推進
（⑭あいちエコモビリティライフ推進協議会への加入

⑮ エコ通勤優良事業所の認証）
安全なまちづくりと交通安全の推進
（⑯ 愛知県安全なまちづくり・交通安全パートナー

シップ企業の登録及び活動報告書の提出）
健康づくりの推進
（⑰ 愛知県健康経営推進企業の登録）

Ⅴ その他

⑥ 障害者法定雇用率の達成
⑦ 協力雇用主の登録及び保護観察対象者等の雇用

※⑦、⑰については、今年度から追加
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区分 評価項目

総合評価競争入札

・①～④環境マネジメントシステムの導入
・⑧女性の活躍促進宣言の提出
・⑨あいち女性輝きカンパニーの認証
・⑩えるぼし認定
・⑯愛知県安全なまちづくり・交通安全パートナーシップ企業の登録等

入札参加資格者登録

・⑤自動車エコ事業所の認定
・⑥障害者法定雇用率の達成
・⑦協力雇用主の登録及び保護観察対象者等の雇用
・⑪愛知県ファミリー・フレンドリー企業の登録
・⑫あいちっこ家庭教育応援企業への賛同
・⑬くるみん認定（プラチナくるみん認定を含む）
・⑭～⑮エコモビリティライフの推進
・⑰愛知県健康経営推進企業の登録

評価の実施状況（建設工事）

 総合評価競争入札又は入札参加資格者登録のいずれか

で、社会的価値の実現に資する全ての項目を評価

2020年度建設局契約実績
３８１件

登録事業者数(建設工事)
4,199者(R3.11.1現在)

※⑦、⑰については、令和4･5年度入札
参加資格審査から評価項目に追加予定
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評価の実施状況（業務委託）

 2020年度に実施した総合評価

競争入札及び企画競争４３５件

において評価を実施

政策分野Ⅰ～Ⅳの
全てで評価を実施

４２６件（９４．９％）

評価を未実施 ※
１４件（３．１％）

政策分野Ⅰ～Ⅳの
一部で評価を実施
９件（２．０％）

＜政策分野＞
Ⅰ.環境に配慮した事業活動
Ⅱ.障害者等への就業支援
Ⅲ.男女共同参画社会の形成
Ⅳ.仕事と生活の調和
Ⅴ.その他

※上記Ⅰ～Ⅳは重点評価項目

※契約内容が、社会的価値の実現に資する取組
による評価になじまないもの etc.



14

72

194

378

513

629

736

0

200

400

600

800

2016.3 2017.3 2018.3 2019.3 2020.3 2021.3

⑨あいち女性輝きカンパニーの認証

指標の推移の例①
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※ 赤点線は、公契約の活用開始時期
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（特に活用初期の段階）
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指標の推移の例②

※ 赤点線は、公契約の活用開始時期

2016.7～
指標の停滞が見られる

「公契約の活用」による
推進効果が限定的？
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評価項目の見直し①

（昨年度の委員からの意見）

 条例制定から５年が経過し、そろそろ実効性を持たせる

評価にシフトしても良いと思う。

 県の施策を維持していく側面と、国際的に認められた

ＳＤＧｓやＩＳＯなど両面から攻めるのが得策ではないか。

 実際に入札に参加した業者の認証等取得状況を把握する

とよい。
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評価項目の見直し②

 公契約活用の必要性について、評価項目の施策
所管課の意見を聞きながら検討する仕組みを構築

 定期的な検討の仕組み

 一定期間における指標の推移をチェック

概要
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評価項目の見直し③

＜検討スケジュール＞

 １回目 …評価項目とした年度から５年目に実施

 ２回目以降…前回の検討から３年毎に実施

1年目 ・・・ 5年目 6年目 7年目 8年目 ・・・

※以降、繰り返し

評価項目として設定 評価項目として設定（継続）

×
廃止見直しに係る

検討を実施 〇

×
廃止見直しに係る

検討を実施 〇
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評価項目の見直し④

＜検討の視点＞

 ３年間の指標の推移で、公契約活用の効果を検証

(件数)

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目

検討年度 検討年度
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ＳＤＧｓとの関連性の明示①

（昨年度の委員からの意見）

 社会的価値の実現に係る評価項目とＳＤＧｓの関係を

明確にするとよい。

 県の評価項目がＳＤＧｓとどう関係していくか、とい

う観点が必要である。
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ＳＤＧｓとの関連性の明示②
＜ＳＤＧｓについて＞

 17の目標と169のターゲットからなる持続可能な開発

のための国際的な目標
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ＳＤＧｓとの関連性の明示③

 評価項目の配点例や事業者が契約担当課に提出する

申告書にＳＤＧｓマークを表示

 会計局(公契約条例)のホームページ上で、評価項目と

する施策のページへのリンク及びＳＤＧｓマークを表示

事業者への意識付けに寄与
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SDGｓ 関連する評価項目

５ ジェンダー平等を実現しよう

⑧ 女性の活躍促進宣言の提出
⑨ あいち女性輝きカンパニーの認証
⑩ えるぼし認定（プラチナえるぼし認定を含む）
⑫ あいちっこ家庭教育応援企業への賛同

８ 働きがいも経済成長も ⑥ 障害者法定雇用率の達成
⑦ 協力雇用主の登録及び保護観察対象者等の雇用
⑪ 愛知県ファミリー・フレンドリー企業の登録
⑫ あいちっこ家庭教育応援企業への賛同
⑬ くるみん認定（プラチナくるみん認定を含む）
⑰ 愛知県健康経営推進企業の登録

ＳＤＧｓとの相関①
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SDGｓ 関連する評価項目

10 人や国の不平等をなくそう

⑥ 障害者法定雇用率の達成
⑦ 協力雇用主の登録及び保護観察対象者等の雇用

11 住み続けられるまちづくりを ⑤ 自動車エコ事業所の認定
⑥ 障害者法定雇用率の達成
⑭ あいちエコモビリティライフ推進協議会への加入
⑮ エコ通勤優良事業所の認証
⑯ 愛知県安全なまちづくり・交通安全パートナー

シップ企業の登録及び活動報告書の提出

ＳＤＧｓとの相関②
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SDGｓ 関連する評価項目

12 つくる責任つかう責任

①～④環境マネジメントシステムの導入
⑤ 自動車エコ事業所の認定

13 気候変動に具体的な対策を
⑤ 自動車エコ事業所の認定
⑭ あいちエコモビリティライフ推進協議会への加入
⑮ エコ通勤優良事業所の認証

16 平和と公正をすべての人に

⑯ 愛知県安全なまちづくり・交通安全パートナー
シップ企業の登録及び活動報告書の提出

ＳＤＧｓとの相関③
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Ⅰ.愛知県公契約条例の取組状況

1.

2.

3. 労働環境の整備
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労働環境報告書の提出

 概要

公契約の下で働く労働者等の適正な労働条件の確保その他の

労働条件の整備が図られていることを確認（条例９条）

 報告の対象となる契約
• 予定価格６億円以上の工事請負契約

• 予定価格１，０００万円以上の清掃、警備、受付・案内、

電話交換の４業務委託

対象となる公契約の履行に関わる全ての事業者に

報告書の提出を求める。
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労働環境報告書の提出状況

契約締結
年度

工事請負 業務委託 計

契約件数 提出件数 契約件数 提出件数 契約件数 提出件数

2016 ７契約 ３２２件 ０契約 ０件 ７契約 ３２２件

2017 ２３契約 ７１１件 １２契約 １２件 ３５契約 ７２３件

2018 １７契約 ９１７件 １４契約 １４件 ３１契約 ９３１件

2019 １２契約 ２４１件 １２契約 １３件 ２４契約 ２５４件

2020 １４契約 ４４４件 １３契約 １３件 ２７契約 ４５７件

2021 １契約 ８件 １契約 １件 ２契約 ９件

合 計 ７４契約 ２，６４３件 ５２契約 ５３件 １２６契約 ２，６９６件

（２０２１年１０月末現在）
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労働環境の改善事例

 新型コロナウイルス感染症対策
• 除菌ミスト噴霧器やアルコール消毒液の設置

 熱中症対策
• ウォーターサーバーや製氷機等の設置

• 空調服、スポーツドリンク等の支給

 環境整備

• 洋式便座、水洗機能等を有する男女別仮設トイレの設置

（今年度の報告事例を一部抜粋）
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社会保険等の加入状況の確認

 事業者の社会保険等（健康保険、厚生年金保険、雇用

保険）の加入状況を入札参加資格審査手続きで確認

＜入札参加資格者名簿 登録事業者数（R3.11.1現在）＞

・建設工事及び設計・測量・建設コンサルタント等業務

5,213事業者

・物品・役務等

9,013事業者
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(参考) 県の労働関連施策の取組例

 働き方改革の推進

 あいちﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ推進運動2021

 公共工事における週休２日制の実施



32

働き方改革の推進

■ 概要
ウィズコロナ・アフターコロナにおける県内企業の働き方改革の

取組を支援するセミナー等を開催（オンライン配信）

■ 働き方改革サポートセミナー
【個人参加型】

・2021年11月 4 日、19日（全２回）

【団体参加型】

・2021年10月以降随時開催（全13回）

※その他、ワークショップを今後開催（全３回）
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あいちﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ推進運動2021

 概要
・県内企業等に、ワーク・ライフ・バランスの実現に

資する取組を呼びかけ
・運動に賛同していただける事業所を募集

 賛同を募る取組内容
・テレワークを始めとする多様な働き方
・「新しい生活様式」を踏まえた職場環境整備
・定時退社（11月第3水曜日は県内一斉ノー残業デー）

など

 県内延べ３５，９４９事業所が賛同（10月末時点）
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公共工事における週休２日制の実施①
導入背景

建設業界では、担い手の中長期的な育成・確保に向けた「働き方改革」への取組が最重
要課題となっており、建設現場の労働環境を改善するため、原則土日を休工とする完全
週休２日制工事を2016年度から実施

完全週休2日制工事

◆発注者指定型：完全週休2日の確保が可能な設計金額5千万円以上の新設工事

◆受注者希望型：発注者指定型以外の全ての工事

 入札における加点評価

完全週休２日制工事の取組
が実施できた工事に対して
取組証を発行し、その工事
を建設部発注工事の総合評
価落札方式で加点
（２０１９年度～）

発注年度 発注者指定型 受注者希望型 計

2016 18件 － 18件

2017 20件 80件 100件

2018 24件 84件 108件

2019 25件 78件 103件

2020 26件 84件 110件

完全週休2日制工事実施状況
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公共工事における週休２日制の実施②
課題と対策（2021年度以降）

2021年度週休2日制工事実施状況（2021年8月末時点）

課 題 対 策

①
完全週休２日制は、天候に左右され易い

建設業の実情に合っていない
休工日を土日に限らない

「週休2日制（4週8休）」を新たに導入

②
契約後に発生した要因で、完全週休2日が履行
不能になるようなケースが想定されるため、

受発注者ともに取組に消極的

「完全週休2日制」と「週休2日制（4週8休）」
のいずれかを受注者が契約後に選択

③
建設業者から発注者指定型で工事発注
されたほうが、取り組み易いとの意見

発注者指定型の対象を拡大するため、
金額や工事内容の要件を撤廃

発注年度 発注者指定型 受注者希望型 計

2021 99件
※2020年度比約4倍

22件 121件
※上半期時点で前年度(110件)を上回る
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報告事項

Ⅱ. 県内市町村の公契約条例制定状況
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県内市町村の制定状況

 県内１３市町で条例を制定 (2021年10月１日現在)

条例施行年度 市町村

2016年度 豊橋市

2017年度 碧南市

2018年度 大府市、尾張旭市、豊川市

2019年度 田原市、豊明市

2020年度 岡崎市、西尾市、東郷町

2021年度 瀬戸市、日進市、長久手市

条例制定に向けた検討の過程で、市町村からの相談に対し助言

県内市町村の
約４分の１
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県内市町村への啓発

 県から市町村への派遣職員会議（2016年４月）

⇨ 条例の概要等について説明

 市長会幹事会及び町村会理事会（2021年２月）

⇨ 県の取組及び県内市町村の条例制定状況について説明

 市長会会計関係部課長会議（2021年８月）

⇨ 県内市町村の条例制定状況及び県の相談窓口について説明


